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令和３年１１月３０日（教）規則第５号  

 

我孫子市学校運営協議会規則   
          

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号。以下「法」という。）第４７条の５に規定する学校運営協

議会（以下「協議会」という。）について、組織及び運営に関し必要な事項

を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

（１） 対象学校 協議会が、学校運営及び当該運営への必要な支援に関し

て協議する学校をいう。  

（２） 地域住民 対象学校の所在する地域の住民をいう。  

（３） 保護者 対象学校に在籍する児童又は生徒の保護者をいう。  

（目的） 

第３条 協議会は、学校運営及び当該運営への必要な支援に関して協議する機

関として、我孫子市教育委員会（以下「教育委員会」という。）及び対象学

校の校長（以下「校長」という。）の権限及び責任の下、地域住民、保護者

その他の関係者の理解を深めるとともに、対象学校とこれらの者との連携及

び協力を促進することにより、学校運営の改善及び児童生徒の健全育成に取

り組むことを目的とする。  

（設置） 

第４条 教育委員会は、我孫子市立小学校設置条例（昭和３９年条例第９号）

第２条に規定する小学校及び我孫子市立中学校設置条例（昭和３９年条例

第１０号）第２条に規定する中学校（以下「学校」という。）ごとに協議

会を置くものとする。ただし、法第４７条５の１項ただし書きの文部科学省

令で定める場合には、２以上の学校について１の協議会を置くことができる。 

２ 前項の場合において、教育委員会は、対象学校を明示し、当該対象学校に

対して通知するものとする。  

３ 教育委員会は、第１項の規定により協議会を置こうとするときは、校長、

地域住民及び保護者の意見を聴取するものとする。  

（学校運営に関する基本的な方針の承認）  

第５条 校長は、次に掲げる事項について、毎年度基本的な方針を作成し、協

議会の承認を得なければならない。  

（１） 学校運営の基本方針に関すること。  

（２） 中学校の学区（我孫子市立小学校及び中学校通学区域に関する規則

（昭和５１年規則第４号）別表第１第２号の表に掲げる通学区域をい

う。）ごとの小中一貫教育基本方針に関すること。  

２ 校長は、前項において承認された基本的な方針に従って学校運営を行うこ

ととする。 
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（学校運営等に関する意見の申出）  

第６条 協議会は、対象学校の運営全般（職員の採用その他の任用に関する事

項を除く。）について、教育委員会に対して意見を述べることができる。  

２ 協議会は、対象学校の職員の採用その他の任用に関する事項（特定の個人

に対する事項を除く。）のうち、前条に規定する基本的な方針の実現に資す

るものについて、教育委員会に対して意見を述べることができる。この場合

において、協議会が意見を述べるときは、校長を経由して行うものとする。  

３ 協議会は、前２項の規定により教育委員会に対して意見を述べるときは、

あらかじめ、校長の意見を聴取するものとする。  

（学校運営等に関する評価）  

第７条 協議会は、毎年度１回以上、対象学校の運営状況等について評価を行

うものとする。 

（情報提供） 

第８条 協議会は、対象学校の運営について、地域住民、保護者その他の関係

者の理解、連携及び協力を促進するため、協議の結果に関する情報を提供す

るよう努めなければならない。  

（組織） 

第９条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、１０人以内とし、次に掲

げる者のうちから、校長の推薦により教育委員会が委嘱し、又は任命する。

ただし、第４条第１項ただし書きに規定する２以上の学校について１の協議

会を置く場合は、１の学校につき１０人以内とする。  

（１） 地域住民 

 （２） 保護者 

（３） 対象学校の運営に資する活動を行う者 

（４） 校長 

（５） 対象学校の教職員 

（６） その他教育委員会が必要と認める者  

 （任期） 

第１０条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員に欠員が生じた場合

の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２ 委員は、再任されることができる。  

（会長及び副会長）  

第１１条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により、選出する。

ただし、校長及び対象学校の教職員は、会長又は副会長となることができな

い。 

２ 会長は、会務を取りまとめ、協議会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

（会議） 

第１２条  協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す
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るところによる。 

（会議の公開） 

第１３条 会議は、公開とする。ただし、協議会が必要があると認めるときは、

非公開とすることができる。  

２ 会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ議長に申し出なければならない。 

３ 傍聴人は、会議の進行を妨げる行為をしてはならない。  

（研修等） 

第１４条 教育委員会は、委員に対して、協議会及び委員の役割及び責任につ

いて正しい知識を得るため、必要な研修等を行うものとする。  

（協議会の適正な運営を確保するための措置等）  

第１５条 教育委員会は、協議会の運営状況について的確な把握を行い、必要

に応じて指導及び助言を行うとともに、当該協議会の運営が適正を欠くこと

によって対象学校の運営に現に支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認め

られる場合には、当該協議会の適正な運営を確保するために必要な措置を講

じなければならない。  

２ 教育委員会及び校長は、協議会が適切な合意形成を行うことができるよう

必要な情報提供に努めなければならない。  

（守秘義務等） 

第１６条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。  

２ 前項に規定するもののほか、委員は、次に掲げる行為をしてはならない。 

 （１） 委員たるにふさわしくない非行を行うこと。  

（２） 委員としての地位を営利行為、政治活動又は宗教活動に不当に利用  

すること。 

（３） その他協議会及び対象学校の運営に著しく支障をきたす言動を行う  

こと。 

（委員の解任） 

第１７条 教育委員会は、委員が次のいずれかに該当する場合は、当該委員を

解任することができる。  

（１） 本人から辞任の申出があった場合  

（２） 前条の規定に違反した場合  

（３） その他解任に相当する事由が認められる場合  

２ 教育委員会は、委員を解任する場合には、その理由を示さなければなら

ない。 

（補則） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、教育委

員会が別に定める。  

 

 附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。  
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※学校運営協議会の委員は、地方公務員法第３条第３項第２号に該当し、特別

職の地方公務員の身分を有することになります。  

 

【地方公務員法抜粋】  

一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員  

 

第三条 地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行

政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立

行政法人をいう。以下同じ。）の全ての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一

般職と特別職とに分ける。  

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。  

３ 特別職は、次に掲げる職とする。  

一 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意に

よることを必要とする職  

一の二 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職  

二 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定め

る規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるもの

を含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの  

二の二 都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの  

三 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる

者の職（専門的な知識経験又は識見を有する者が就く職であつて、当該知

識経験又は識見に基づき、助言、調査、診断その他総務省令で定める事務

を行うものに限る。）  

三の二 投票管理者、開票管理者、選挙長、選挙分会長、審査分会長、国民  

投票分会長、投票立会人、開票立会人、選挙立会人、審査分会立会人、国

民投票分会立会人その他総務省令で定める者の職  

四 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の

職で条例で指定するもの  

五 非常勤の消防団員及び水防団員の職  

六 特定地方独立行政法人の役員  

 

 


